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本研究では，社会基盤施設を支援する大規模情報システムのアセットマネジメントを目的として，システム

のサービス停止がもたらす社会的影響を考慮した情報システムの動的故障解析モデルを提案した．その際，情

報システムを構成する機器の劣化過程を，ランダム比例ワイブル劣化ハザードモデルにより記述する．さらに，

機器の故障がシステムのサービス水準に及ぼす影響をフォールトツリーを用いて表現する．その上で，機器の

故障率の変化が，情報システムの信頼性（故障の発生確率とその影響度）と期待ライフサイクル費用の時間的

な推移過程に及ぼす影響を，モンテカルロ・シミュレーションにより分析する．さらに，本研究で提案した動

的故障解析モデルを，高速道路の中央交通管制システムに適用し，モデルの有効性を実証的に検証する．

Key Words ：dynamic fault tree analysis, hazard model, Monte Carlo simulation, asset management

1．はじめに

土木施設をはじめ，大型の社会基盤施設では，オペ

レーションの効率化や利用者への迅速な情報提供を目

的として，各種のモニタリング機器，情報処理・出力装

置が設置され，それらの情報はネットワークを経由し

て相互に伝達される．社会基盤施設の規模に伴い，情

報施設の規模も大きくなる．このような情報施設のア

セットマネジメントで留意すべき点として，1）情報施

設が膨大な数の設備群で形成される複雑な階層構造を

有すること，2）階層構造の最下層に位置する設備の故

障が施設全体の故障に発展する可能性があること，さ

らに 3）各機器の劣化が進展することにより，システム

全体の信頼性が動的に変化することがあげられる．

従来より，フォールトツリー法をはじめとして，大

規模システムの故障解析法に関する研究が蓄積されて

いる．そこでは，システムを構成する要素やサブシス

テムの故障が，システム全体の故障に発展する可能性

を，静的に分析することに主眼が置かれている．シス

テムは数多くの機器で構成されるが，これらの機器の

故障は，偶発系故障と消耗系故障に分類することがで

きる．中でも，消耗系故障は要素や機器の劣化により

発生する．したがって，システムが更新された時点か

ら，稼動時間が増加するに従って，機器が故障する確

率が増加する．これに伴って，システム全体の故障確

率も，時間とともに増加するために，システム全体を

対象とした動的故障解析が必要となる．

一般に，情報システムのアセットマネジメントでは，

情報システムの更新戦略を検討することが重要な課題

となる．その際，情報システムの更新費用や保守費用

の総和（ライフサイクル費用）と，システムの故障確

率が重要な評価指標となる．情報システムの保守業務

において，機器の故障が発見されれば，直ちに新しい

機器に交換される．しかし，システムの導入より一定

時間が経過すれば，機器の在庫が枯渇したり，技術的

対応に時間が必要となり，補修のための調整費用が増

加する．それと同時に，システムの復旧時間が長期化

し，システムの故障がもたらす社会的影響度が大きく

なる．そこで，本研究では，前述のライフサイクル費

用，故障確率に加えて，システムの故障がもたらす社

会的影響度も，システムの更新戦略を検討するための

評価指標として取り上げる．

以上の問題意識の下に，本研究では，大規模情報シス

テムを構成する機器の故障確率の時間的変化をハザー

ドモデルにより表現した上で，情報システム全体の故

障発生事象をフォールトツリーで表現し，機器の故障

確率の時間的変化に伴ってシステム全体の故障率の時

間的変化を分析する方法論を提案する．さらに，情報
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システムの動的故障解析モデルを用いたモンテカルロ・

シミュレーションにより，システムの期待ライフサイ

クル費用，社会的影響度の動的変化を分析する方法論

も提案する．以下，2．で本研究の基本的な考え方を説

明する．3．では，中央交通管制システムの故障事象を

静的フォールトツリーを用いて表現する．4．では，機

器の故障過程をハザードモデルにより定式化し，シス

テムの動的故障解析モデルを提案する．5．では，高速

道路の交通管制システムを対象とした適用事例を示す．

2．本研究の基本的な考え方

(1) 従来の研究概要

本研究では，機器の故障過程をハザードモデルで表

現するとともに，これらの故障過程がシステム全体の

機能レベルの故障に及ぼす影響を動的故障解析モデル

を用いて分析する．機器の統計的故障解析に関しては，

ハザードモデル1);2)を用いた研究事例が蓄積されてい

る．また，アセットマネジメントの分野においても，多

段階指数ハザードモデルをはじめとして，いくつかの

新しい劣化ハザードモデル3)Ä5)が提案されている．情

報システムの故障過程を分析する場合，機器の故障事

象は，故障の有無という2値情報で表現されるため，伝

統的なハザードモデルの適用が可能である．情報シス

テムの機器の故障は，機器の劣化とは関係なく故障が

発生する偶発的故障と，劣化が原因となって発生する

消耗系故障に大別される．本研究では，偶発的故障の

発生過程を指数劣化ハザードモデル，消耗系発生過程

をワイブル劣化ハザードモデルを用いて表現する．す

でに，貝戸らは，交通管制システムが，膨大な種類の

機器類で構成されていることに着目し，多品種・少数の

機器群の故障過程をモデル化するために，ランダム比

例ワイブル劣化ハザードモデル6)を提案している．本研

究では，大規模情報システムの機器の故障過程を，貝

戸らが提案したランダム比例ワイブル劣化ハザードモ

デルを用いて表現することとする．

一方，フォールトツリー分析に関しても，膨大な研

究の蓄積7)があり，原子炉故障解析をはじめとして数多

くの適用事例が存在する．土木工学の分野でも，すで

に適用事例がいくつか見出せる8);9)．これらの研究で

は，個々の要素の故障（損傷）確率が，システム（構造

物）全体の故障確率に及ぼす影響を分析し，システム

（構造物）の信頼性や冗長性を分析することに主眼が置

かれている．これに対して，システムの機器の劣化に

伴う故障率の増加が，システム全体の信頼性や利用者

や社会に及ぼす影響を分析することを目的とした動的

故障解析に関してはそれほど研究が蓄積されていない．

システムの動的故障解析に関しては，簡単な構造を有

するシステムを対象とした分析のみが行われているの

が実情である10)．本研究が対象とする大規模情報シス

テムでは，消耗系故障が発生した機器が逐次交換され

る特性を有しており，システムの信頼性の動的過程を

解析的に検証することは極めて困難である．

本研究では，ハザード率が異なる多様な機器で構成

されているような実際的な情報システムを対象として，

実用的な動的故障解析モデルを提案することを目的と

する．このような問題意識に基づいて，本研究ではモ

ンテカルロ・シミュレーションにより個々の機器の故障

事象の生起状況に関するサンプル過程を発生させるこ

とにより，システム全体の動的故障解析を実施する方

法論を提案する．

(2) 情報システムのアセットマネジメントの課題

交通管制システムのような大規模情報システムのア

セットマネジメントを実施する場合，情報システムの構

造的，機能的な複雑性を考慮した検討が不可欠である．

大規模情報システムのアセットマネジメントは，1）機

器レベル，2）システムレベル，3）機能レベルという

3つのレベルで構成される．すでに，筆者らは，機器レ

ベルを対象として，ランダム比例ワイブル劣化ハザー

ドモデルを用いて，システムを構成する個々の機器の

故障確率と，その時間的推移過程について分析してい

る6)．本研究では，2）システムレベル，および 3）機

能レベルにおけるアセットマネジメントを対象とする．

システムレベルのアセットマネジメントでは，サブ

システム，機器群の故障確率を分析するとともに，各々

の故障がシステム全体の機能障害に及ぼす影響の重大

性に着目して，各サブシステム，機器群の保全戦略を

検討することが重要な課題となる．具体的には，機器

レベルで検討した故障解析モデルを用いて，サブシス

テムやシステム全体の故障解析を実施し，情報システ

ムの信頼性について検討する．その上で，システムの

信頼性とライフサイクル費用の関係を分析し，システ

ムの望ましい信頼性水準を検討することが求められる．

一方で，機能レベルのアセットマネジメントでは，情

報システムの故障解析だけでなく，情報システムの陳

腐化に関する検討が必要となる．本研究では，情報シ

ステムの陳腐化を検討する際，機器や部品の取り換え

のために発生する取引費用の増加という現象に着目す

る．なお，情報システムの機能そのものの陳腐化に関

しては，情報システムに対するニーズや価値に関する

分析が不可欠である．本研究は，情報システムの故障

リスク，維持補修のためのライフサイクル費用の分析に

焦点を置いており，情報システムの機能的陳腐化に関

する議論については，別の機会に改めて発表したいと

考える．
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注）大規模システムはM個のタイプの機器群で構成さ

れる．また，タイプ i (i = 1;ÅÅÅ;M)の機器は，Ni個の

装置に用いられる．さらに，装置 j (j = 1;ÅÅÅ; Ni)に
は，タイプ iのLij個の機器が用いられており，各機器を

添え字k (k = 1;ÅÅÅ; Lij)で表す．

図－1　情報システムの機器構成6)

(3) 情報システムの故障過程

情報システムの故障事象の発生過程をモデル化する．

ただし，本節は参考文献 6)に記載済であるが，読者の便

宜を図るために再掲することを予め断っておく．いま，

情報システムを構成する機器群を，図－1に示すように，

1）タイプ，2）装置，3）機器という3つの階層レベルに

整理する．「タイプ」は，ハードディスク（以下，HDDと

略す），電源部，処理部，モニター等，機器の種類が該

当する．情報システムはM種類のタイプの機器で構成

されており，各機器のタイプを添え字 i (i = 1;ÅÅÅ;M)
で表す．さらに，タイプ iの機器は，Ni個の「装置」で

利用されており，装置の種類を添え字 j (j = 1;ÅÅÅ; Ni)
で表す．例えば，本研究の実証分析の対象とする交通

管制システムで使用されるHDDの場合，異なる9つの

部局において，パーソナルコンピュータ（PCと略す），

サーバ，その他という 3種類の異なった用途で利用され

ている．したがって，N1 = 9 Ç 3 = 27となる．当然

ながら，装置により，「機器」の利用方法が異なるため，

故障の発生確率も異なる（27通り存在する）．さらに，

装置 jにはLij個のタイプ iの機器k (k = 1;ÅÅÅ; Lij)が
用いられている．各タイプ，各装置を構成する機器の

ハザード率は異質であると考える．しかし，各装置を

構成する同種のタイプの機器の故障過程は，同質のハ

ザード率を用いて表現できると考える．なお，この場

合には機器の総数は
PM
i=1

PNi
j=1 Lijとなる．

T1 T2 T0

：故障
：更新（新設）

機器A
機器B

・
・・
・

故障履歴データ：　タイプ1（HDD），装置2 （サーバー）

L12個

T1 T2 T0

：故障
：更新（新設）

機器A
機器B

T1 T2 T0

：故障
：更新（新設）
：故障
：更新（新設）
：故障
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機器A
機器B

・
・・
・

故障履歴データ：　タイプ1（HDD），装置2 （サーバー）

L12個

注）故障履歴データベースには，各機器ごとに，初期時

点から故障が発生した時点に関する情報が記載されてい

る．

図－2　故障事象の履歴データ6)

ここで，時点 t = 0から，無限遠に続く連続時間軸

を導入する．時点 t = 0に，情報システムが，すべて現

有のシステムに更新されたと考える．時点 t = 0から，

各機器の劣化が進展する．機器が故障すれば，直ちに

新しい機器に交換される．交換される機器は，故障し

た機器と同様の性能を有すると仮定する．いま，時点

t = 0から，時間Tが経過した時点 t = Tに着目する．

この時，各機器に関して，図－2に示すような故障履

歴が得られたと考える．図の例では，タイプ1（HDD）

に分類される装置 2（サーバー）の故障履歴を例示して

いる．装置 2は，L12個の機器で構成されている．この

うち，機器Aは，時点 t = 0から一度も故障していな

い．機器Aに関して，観察された使用時間はTであり，

当該機器の寿命は少なくとも使用時間Tより長いこと

が理解できる．一方，同図の機器Bの場合，すでに時

点T1; T2において故障している．最初の故障時点までの

寿命はê= T1であり，2回目の故障時点までの寿命は

ê= T2 Ä T1となる．

このとき，各タイプの機器が，消耗故障系の故障特

性を有すると考える．消耗故障系機器では，図－3に示

すように，直近の更新時点からの経過時間が長くなる

ほど，故障の発生確率（ハザード率）が大きくなる．こ

のような消耗故障系機器の寿命分布が，ワイブル分布

に従うと仮定する．さらに，異なる装置を構成する機

器のハザード率が，時間の関数として図－3に示すよ

うに異なる関数で表現できると考える．このようなハ

ザード率の時間的変化を表した関数をハザード関数と

呼ぶ．ここで，各装置のハザード関数が，ある基準とな

るハザード関数に対して，互いに定数倍に拡大，もし

くは縮小した関係にあると考える．このように互いに

相似的な拡大・縮小関係にあるハザード関数群を表現

するモデルを，比例ハザードモデルと呼ぶこととする．

各装置を構成する各タイプの機器の故障過程が，互い
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機器Bのハザード関数：

注）消耗系故障機器では，時間の経過とともに単位

期間当りの故障の発生確率（ハザード率）が増加す

る．情報システムは多くの種類の機器で構成されて

おり，装置によって故障の発生確率が異なる．この

ような装置ごとのハザード率の異質性を表現するた

めにランダム比例ワイブル劣化ハザードモデルを用

いる．

図－3　消耗故障系機器の故障過程6)

に比例ハザードモデルで表現できる場合，ハザード率

の異質性をハザード関数の比例定数の確率分布で表現

することができる．

情報システムは，数多くの装置で構成されるが，各

装置を構成する機器の数は十分でない場合が多い．ラ

ンダム比例ワイブル劣化ハザードモデルは，基準とな

るワイブル劣化ハザード関数のパラメータと，タイプ，

装置間における比例定数の異質性分布を表す確率分布

のパラメータを推計することにより，タイプ，装置間の

ハザード率の異質性を容易に表現できる．一方，ワイ

ブル劣化ハザード率の異質性が比例ハザードモデルで

表現できない場合，タイプ，装置ごとに異なるワイブル

劣化ハザードモデルを推計することが必要となる．し

かし，各装置を構成する機器の数が少ない場合，ワイ

ブル劣化ハザードモデルを推計することが困難となる．

以上のことを考慮すれば，装置間の劣化過程の異質

性をハザード関数の比例定数の確率分布として表現可

能なランダム比例ワイブル劣化ハザードモデルは，多

品種・少数の機器構成を有する情報システムの故障過

程を表現するために優れた性質を有しているといえる．

(4) 情報システムのリスクマネジメント

本研究の分析対象とする中央局システムは，交通管

制システムと施設制御システムから構成される．交通

管制システムは，交通管理業務の中枢として，高速道路

上で発生する様々な形態の交通障害事象に的確に対応

するための情報収集と情報提供を担うシステムである．

例えば，気象情報や交通量，渋滞情報等を予測し，情

報板等を通じて利用者へそれらの情報を伝達する．施

設制御システムは，高速道路上にある設備を監視・制御

することにより，設備の障害を防止し正常に機能させ

ることを主な役割としている．交通管制システムの場

合には，交通管制情報を情報板，情報ターミナルとい

う情報提供装置を通じて利用者に提供することを目的

としている．一方で，施設制御システムは，高速道路

上の設備の障害に関する情報を，設備の維持管理部局

やオペレーション機器に提供することを目的としてい

る．そこで，システムの機能を，「情報の最終利用者に

対して，情報を的確に伝達すること」と定義する．情

報システムがこのような機能のすべて（もしくは，そ

の一部）を達成できない場合，システムの機能に障害

が発生することになる．

本研究では，中央局システムの機能障害のレベルを，

それがもたらす情報システムの障害の重要度に着目し

て，1）すべての情報提供装置に対して情報が提供でき

ない（重要度 1），2）すべての情報提供システムに対

して一部の情報提供ができない（重要度 2），3）一部

の情報提供装置に対して情報提供ができない（重要度

3），4）一部の情報提供装置に対して一部の情報提供

ができない（重要度 4）という 4つのカテゴリーに分類

する．重要度1の障害が発生した場合，情報提供装置が

稼動せず，必要な情報が最終ユーザーに伝達されない．

重要度 2の場合，情報提供装置は停止しないが，必要な

（かつ重要な）情報の一部が最終ユーザーに伝達されな

い．このうち，本研究では，重要度1，重要度 2のシス

テム障害をもたらす故障事象のみに着目する．もちろ

ん，本研究で提案する方法論を用いて，重要度3，重要

度4のシステムの機能障害リスクを分析することがで

きる．

さらに，情報システムの機能障害リスクを，1）機能

障害の発生確率と2）期待影響度という2つの評価指標

を用いて評価する．情報システムの機能障害の発生確

率は，情報システムが稼動している期間中の各時点に

おいて，重要度1の機能障害（あるいは，重要度2の機

能障害）が発生する確率を意味する．現実には，情報シ

ステムを構成する機器の故障発生過程には多くの不確

実性を含んでいることから，機能障害の発生確率をゼ

ロとすることは不可能であり，発生確率をある一定の

許容値以下の水準に抑制することが課題となる．一方，

システムの機能障害が発生しても，それが短時間で修

復される場合には，社会や利用者に及ぼす影響が，そ

れほど大きくない場合もある．しかし，機能障害が継

続すれば，社会や利用者に及ぼす影響度は甚大となる．

情報システムの導入時点から時間が経過するほど，代

替の機器の入手が困難になったり，機器の調整に手間

取ったりするなど，システムの機能障害が継続する時
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CCTVモニタ 大型ディスプレイ

トンネル
情報板卓

監視制御
運転支援

CCTV
放送卓

監視制御
運転支援

CCTV
中央設備

拡声放送
設備

運転保守
支援

処理装置

施設中央局
（監視制御処理装置）

対 IG子局
伝送装置

CCTV
カメラ

トンネル
拡声音声

受配電
設備

自家発
電設備

道路照
明設備

非常用
設備

喚起
設備

水関連
設備

IG子局
トンネル

インターチェンジ

主機
（本線・施設）

グラフィックパネル

交通制御卓 情報板卓 指令受付台

交通中央
処理装置

路車間
情報中央

情報ターミナル
中央

ハイウェイ
ラジオ中央

情報板
中央

気象中央
交通量

計測中央

【収集系サブ中央処理装置】

電波
ビーコン

情報
ターミナル

ハイウェイ
ラジオ

情報板

気象
観測計

地震計
車両

感知器

ハイウェイ
テレフオン

【提供系サブ中央処理装置】

他機関等

主機
（本線・施設）

交通管制システム施設制御システム

図－4　中央局システム系統図

間が長くなる．本研究では，システムの機能障害が社

会や利用者にもたらす影響の度合いを「影響度」とい

う評価指標で表現する．3．（3）で述べるように，シス

テムの機能障害がもたらす影響度は，機能障害の継続

時間の関数として表現される．システムの機能障害が

継続する時間は，機能障害の原因となった機器のタイ

プに依存する．そこで，リスク管理指標として，期待

影響度という評価指標を用いることとする．すなわち，

情報システムのリスクマネジメント目標として，シス

テムの機能障害の期待発生確率，期待影響度をある一

定水準以下に抑制することが必要となる．

3．静的フォールト・ツリー分析

(1) 分析の目的

本研究の分析対象とする中央局システムは，交通管

制システムと施設制御システムから構成される．中央

局システムの系統図を図－4に示す．交通管制システ

ムは，7つのサブ中央局で構成され，高速道路上に設置

された情報板や情報ターミナルへの情報提供及び気象

観測設備等による情報収集を行っている．一方，施設

制御システムは，施設中央局（監視処理制御装置）と

運転保守支援処理装置で構成され，トンネル内やイン

ターチェンジ部等に設置された道路照明や非常用設備，

CCTVカメラ等を監視・制御している．

中央局システムは，道路管制センターにおいて取り

扱うデータの管理と処理を一元的に行っている．中央

局システムは数多くの装置や機器から構成されている

が，それらが設置されてからの経過時間が増加すると

ともに，故障発生確率が高くなりシステム全体のリス

クも増加することが懸念される．さらには，将来の交通

需要の増加，新設道路の開通に伴い，管理路線延長の

増加によるシステムへの負荷が増加する可能性がある．

このため，現行システムの故障発生メカニズムを明確

にして管理リスクの計量化を行うとともに，将来のシ

ステム更新計画を立案することが必要となっている．

本研究では，高速道路中央局システムを対象として

フォールト・ツリーを作成する．その際，頂上事象と

して，2．（4）で言及したように，重大度1の機能障害

（すべての情報提供装置に対して情報が提供できない）

が発生する事象，および重要度2の機能障害（すべての

情報提供システムに対して一部の情報提供ができない）

が発生する事象をとりあげる

(2) フォールト・ツリーの構築

フォールト・ツリー分析は，故障事象の発生がシステ

ムの故障に発展するメカニズムを階層的に表現し，下

位のレベルにある故障事象の発生確率に基づいて，分

析対象とするシステム全体の機能障害リスクを評価す

るための手法であり，原子炉故障解析や航空工学など

の分野の設計段階において多くの適用事例が存在して

いる7)．フォールト・ツリー分析では，対象とするシス

テムの機能障害を表す事象（頂上事象）を設定する．さ

らに，下位のレベルの故障事象の発生と，頂上事象が

発生する条件や因果関係を明らかにし，下位の故障事

象の発生が頂上事象の発生に展開する可能性をフォー

ルト・ツリーを用いて表現する．事象間の因果関係を，

ANDゲートとORゲートという論理構造を用いて表現
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することが可能である．下位事象の発生確率を用いて，

より上位の故障事象や頂上事象の発生確率や期待影響

度を逐次算出することができる．さらに，頂上事象と

その要因である下位事象の発生確率と期待影響度に基

づいて，システムの安全性，信頼性を向上させるため

の対策方法を検討することが可能である．

中央局システムのフォールト・ツリーを作成した結

果を図－5に示している．同図は，中央局サブシステ

ムの故障事象により，中央局システム全体の故障がど

のように発生するかを表している．本研究では，図－

5に示す故障事象のうち，1）すべての情報提供装置に

対して情報が提供できない（重要度 1），2）すべての

情報提供システムに対して一部の情報提供ができない

（重要度2）場合を頂上事象として採用することとした．

同図に示すように，これら2種類の頂上事象は，交通中

央局，情報中央局，ハイウェイラジオ中央局，情報ター

ミナル中央局，気象中央局，交通量計測中央局に重要

度 1の頂上事象が発生した場合に生起することが理解で

きる．そこで，各サブシステムの頂上事象の発生を説

明するフォールト・ツリーを作成した．以上のように

作成したフォールト・ツリーの全体像は膨大な量に及

ぶ．図－6には，これらのサブシステムのフォールト・

ツリーの中で，交通中央局の頂上事象（全ての情報提

供装置に対し自動処理による情報提供ができなくなる）

に関するフォールト・ツリーを例示している．

(3) 影響度

中央局システムを管制している中日本高速道路株式

会社横浜支社は，機器を供給する各情報機器メーカと

の間に保守対応契約を締結している．保守対応契約期

間内では，情報機器メーカは部品の交換需要に対応で

きる体制を確保している．しかし，一般に，メーカは

短いサイクルでモデルチェンジを実施するため，保守

対応契約期間が経過したのちも，メーカ側に旧部品の

在庫が存在している保証はない．旧部品の在庫が枯渇

した場合には，別の部品で代替せざるを得ないが，シ

ステムを稼動させるために技術的な調整が必要となる．

システム導入から時間が経過するにつれて，システム

調整に要する費用や時間が増加する．さらに，当該シ

ステムの開発に従事した技術者が移動したり，ソフト

ウェア環境やOS等のモデルチェンジに伴う開発環境の

変化が生じるため，システムの補修に迅速に対応でき

なくなる．このため，システムの導入から時間が経過

するとともに，システムの故障発生時において障害調

査，部品調達，技術者の修理時間が長期化する危険性

が増加する．システムの頂上事象が継続する時間が長

期化するほど，システムの故障が利用者や社会に及ぼ

す影響が大きくなる．

本研究では，システムの故障発生から復旧までに要

する時間を影響度と定義する．また，システム導入時

点からの経過時間と復旧までに要する時間の関係を影

響度曲線と呼ぶ．影響度曲線の一例を図－7に示すが，

一般的に，システム導入からの経過時間が増加するほ

ど，システムの復旧時間が長期化することになる．

(4) 頂上事象の発生確率と期待影響度算定

静的フォールト・ツリー分析では，フォールト・ツ

リーを構成する機器レベルにおける各機器の故障発生

確率と影響度を与件として，情報システムの重要度 1，

もしくは重要度 2の機能障害の発生確率，および期待影

響度を計算することが重要な課題となる．このような

頂上事象の発生確率，および期待影響度は，ブール演

算則を用いて計算することができる．いま，システム

全体を対象とするフォールト・ツリーの中から，図－

8に示すような簡単なフォールト・ツリーを取り出し，

より上位の故障事象が発生する確率，およびその故障

事象が生起した場合の期待影響度の計算方法を説明す

る．なお，以下に示すフォールト・ツリー分析の方法

論自体は一般的なものであるが，読者の便宜を図るた

めに概要を述べることを断っておく．詳細については，

参考文献7)などを参照されたい．

上位事象をAとし，中位事象としてB，C，最下位の

故障事象としてD，Eを考える．いま，最下位の故障事

象DとEの故障状態を，それぞれ状態変数éD，éEを用

いて表そう．ただし，éD，éEは，それぞれ故障事象D，

Eが生起している場合に1を，そうでない場合に 0とな

るダミー変数である．このとき，1階層上位の中間事象

Bの発生事象を表す状態変数（ダミー変数）éBが，故

障事象DとEに関する「OR事象（事象DとEのどちら

か一方が生起した場合に生起する事象）」の場合

éB = éD +éE (1)

と表される．ただし，演算子「+」はブール則に従い，

1 + 1 = 1が成立する．つぎに，頂上事象Aは，中間事

象BとCに関する「AND事象（事象BとCの両方が生

起した場合に生起する事象）」であり，

éA = éB ÇéC (2)

と表される．また，事象Aと事象Bが生起する確率

P (A); P (B)は，それぞれ

P (A) = P (B)P (C) (3a)

P (B) = P (D) + P (E)Ä P (D \ E) (3b)

と表される．

つぎに，期待影響度を故障発生率×影響度として定

義する．ここで，影響度は，それぞれの機器の故障が

利用者や社会，環境に及ぼす影響の程度を表す．いま，
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中央局名 サブ中央局の頂上事象
全ての情報提供施設に対し
自動処理による情報提供が
できない

OR 交通中央局が停止

個々の提供系サブ中央局
が同時に停止

交通中央局
全ての情報提供施設に対し自動処理による
情報提供ができなくなる

情報板中央局（情報板） 全ての情報板に対し情報提供ができないAND

全てのVICSに対し全ての情報提供ができない路車間情報中央局

気象中央局
（全ての気象情報提供が不可）全ての気
象データの処理ができなくなる

ハイウェイラジオ中央局
全てのハイウェイラジオ及びハイウェイテレ
フォンに対し全ての情報提供ができなくなる

交通中央局

全ての情報ターミナルに対し全ての情報提供
ができなくなる

情報ターミナル中央局

全ての情報提供施設に対
し、交通管制から一部の情報
提供ができない

収集系のサブ中央局が個
別に停止

OR

交通量計測中央局
（全ての交通量情報提供が不可）全ての
交通量情報の処理ができなくなる

全ての情報提供設備に対し、交通管制か
ら手動入力の情報が提供できない

図－5　中央局システム　フォールト・ツリー図

(切換装置と処理装置の同時故障）

(切換装置と処理装置の同時故障）

装置本体

電源部

装置本体

電源部

装置本体

電源部

装置本体

電源部

処理部本体

ハードディスク（本体）

電源部

ソフトウェアによる誤動作・故
障

処理部本体

ハードディスク（本体）

電源部

ソフトウェアによる誤動作・故
障

処理部本体

ハードディスク（本体）

電源部

ソフトウェアによる誤動作・故
障

処理部本体

ハードディスク（本体）

電源部

ソフトウェアによる誤動作・故
障

中央処理装置＃0系、＃1
系の同時故障

中央処理装置＃0系と回
線切換装置又は共通ディ
スク装置の同時故障

中央処理装置＃１系と回
線切換装置又は共通ディ
スク装置の同時故障

OR

AND
交通中央処理装置
＃０系

AND

OR

OR
交通中央処理装置
＃１系

OR

OR

OR

OR

交通中央処理装置
＃１系

交通中央処理装置
（共通ディスク装置）

OR

交通中央処理装置
（回線切換装置）

OR

交通中央処理装置
（回線切換装置）

OR

交通中央処理装置
（共通ディスク装置）

交通中央処理装置
＃０系

全ての情報提供施設に対し
自動処理による情報提供が
できなくなる

OR AND

図－6　交通中央局　フォールト・ツリー図

機器D，機器Eの影響度を，それぞれT (D); T (E)と表

せば，これらの機器による故障の期待影響度は

RISK(D) = P (D)T (D) (4a)

RISK(E) = P (E)T (E) (4b)

と表せる．さらに，ANDゲートで結合される頂上事象

Aの発生による影響度T (A)，およびORゲートで結合

される事象Bの発生による影響度T (B)は

T (A) = éBéC maxfT (B); T (C)g (5a)

T (B) = éDT (D) +éET (E)

ÄéD ÇéE minfT (D); T (E)g (5b)

と定義できる．さらに，事象A，Bの期待影響度は

RISK(A) = P (B)P (C)maxfT (B); T (C)g (6a)

RISK(B) = P (D)T (D) + P (E)T (E)Ä P (D \E)
minfT (D); T (E)g (6b)

と表せる．

中央局システムの下位レベルの機器の故障確率を与

件として，以上の演算ルールを用いて，中央局システ

ムの頂上事象が発生する確率，およびその期待影響度

を計算することができる．しかし，中央局システムは

極めて多くの消耗故障系機器で構成されている．消耗

故障系機器の故障率，および影響度は，初期時点から

の経過時間とともに動的に変化する．したがって，中

央局システムの頂上事象の発生確率，期待影響度も時

間とともに変化する．さらに，機器が故障した場合，新

しい機器に取り換えられることになる．このような中

央局システムを構成する機器の更新過程と，それに伴
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注）影響度曲線は，システムが更新時点からの経過時間と，

故障が発生した際のシステムを復旧させるまでの時間の関

係を示している．ここでは，5．の適用事例で用いた影響度

曲線を示している．同図は，機器メーカにおける部品・機器

の在庫状況や保守対応期限に関するヒアリング等をもとに

設定したものである．

図－7　影響度曲線

ANDゲート

ORゲート

A上位事象

B C

D E

中位事象

下位事象

ANDゲート

ORゲート

A上位事象

B C

D E

中位事象

下位事象

図－8　フォールト・ツリー図

うシステムの故障率の動的変化を解析的に分析するこ

とは不可能である．そこで，本研究では中央局システ

ムの更新過程のサンプルパスを乱数発生させるととも

に，中央局システムの故障過程をシミュレートする方

法をシステム化する．4．では，中央局システムの下位

レベルの機器群の動的故障・更新過程を記述する．さ

らに，モンテカルロ・シミュレーションにより，中央局

システムの動的故障解析を行う方法を提案する．

4．動的故障解析モデル

(1) 中央局システムの故障・更新過程

中央局システムの故障事象の発生過程をモデル化す

る．前述したように，中央局システムでは，タイプ i (i =

1;ÅÅÅ;M)の機器が，装置 j (j = 1;ÅÅÅ; Ni)にLij個利

用されている．タイプ i，装置 jに用いられている機器

k (k = 1;ÅÅÅ; Lij)を添え字の組 (i; j; k)で表そう．中

央局システムは時点 l0 = 0に導入され，それ以降，連

続的に稼動している．初期時点 l0 = 0を起点として無

限に続く離散的時間軸 lt (t = 0; 1;ÅÅÅ)を考える．時間

間隔ì= lt+1 Ä ltは十分小さく，期間 [lt; lt+1)におい

て各機器の故障発生確率，影響度は一定であると考え

る．また，離散的時間軸を微小な単位期間ìを用いて分

割し，各単位期間をút = [lt; lt+1) (t = 0; 1;ÅÅÅ)と表そ

う．時点 l0 = 0から，各機器の劣化が進展する．単位

期間中に発生する故障は，すべて当該期間の期首に発

生すると考える．機器が故障すれば，直ちに新しい機

器への交換作業が始まる．機器の交換時間は，3．（2）

で言及したように，初期時点からの経過時間により変

化する．すなわち，初期時点より時間が経過するほど，

機器の調達や調整のために要する時間が増加する．い

ま，期間 t (t = 0; 1; 2;ÅÅÅ)において機器 (i; j; k) (i =

1;ÅÅÅ;M ; j = 1;ÅÅÅ; Ni; k = 1;ÅÅÅ; Lij)が故障した場

合，交換のために rkij(t)期間が必要になると考える．し

たがって，期間 tの期首に故障した機器 (i; j; k)は，期間

[t; t + 1;ÅÅÅ; t + rkij(t)]にわたり故障が継続することに

なる．このように故障が継続した機器は，期間 t+rkij(t)

の期末に交換が終了し，期間 t+ rkij(t)の期首から再稼

動すると考える．ただし，初期時点においては，単位

期間中に直ちに更新が可能と考え，rkij(0) = 0が成立

する．以下，期間 rkij(t)を交換期間長と呼ぶ．初期時点

からの時間が経過するほど，部品等の調達や調整に時

間を要することになり，drkij(t)=dt ï 0が成立する．期

間 t (t = 0; 1;ÅÅÅ)における機器の交換期間長ベクトル

をr(t) = frkij(t) : i = 1;ÅÅÅ;M ; j = 1;ÅÅÅ; Nj ; k =
1;ÅÅÅ; Lijgと表す．

ここで，機器 (i; j; k)の直近の更新時点からの時点 lt

における経過時間（以下，使用期間と呼ぶ）を skij(t)と

表す．また，期間 tにおける機器の使用期間ベクトル

をs(t) = fskij(t) : i = 1;ÅÅÅ;M ; j = 1;ÅÅÅ; Nj ; k =
1;ÅÅÅ; Lijgと表そう．ある期間に機器が更新されれば，

つぎの期間の期首に使用時間はゼロに更新されること

になる．また，単位期間útにおける機器 (i; j; k)の故障

の有無を表す状態変数ékij(t)を

ékij(t) =

(
1 該当する機器が故障している時

0 故障していない時

と定義する．したがって，機器 (i; j; k)の故障事象が期

間útに発生した場合，期間 [t; t+ 1;ÅÅÅ; t+ rkij(t)]の間，

ékij(n) = 1 (n = t;ÅÅÅ; t+ rkij(t))の状態が継続すること

になる．

いま，初期時点から一定期間が経過したある離散時点

lñtを現在時点と考える．初期時点 l0から，現在時点 lñtま

での各機器の故障履歴を，ñétîñt = (ñé0;ÅÅÅ;ñéñt)と表そう．

ただし，ñét = fñékij(t) : i = 1;ÅÅÅ;M ; j = 1;ÅÅÅ; Nj ; k =
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1;ÅÅÅ; Lijgは，単位期間út (t = 0;ÅÅÅ;ñt)における機器

の故障履歴を表している．記号「ñ　」は，実績値である

ことを表している．また，各機器の故障履歴が与えら

れれば，各期間における使用時間の実績値ñskij(t)を定義

することができる．機器が故障している期間では，使

用時間は定義されないが，計算上，便宜的に使用時間0

と定義しておく．また，期間によっては，その期間中に

故障した機器の更新が完了せず，複数の期間にまたがっ

て故障が継続する可能性がある．いま，ある時点 tに故

障状態にある機器 (i; j; k)が，復旧するまでに必要とな

る期間（以下，故障継続期間と呼ぶ）をdkij(t)と表そう．

ここで，時点 tに故障した機器の復旧期間を rkij(t)とす

れば，時点 tの故障継続期間はdkij(t) = r
k
ij(t)と表され

る．当然のことながら，時点 t+ sにおいて故障が継続

している場合，dkij(t+s) = d
k
ij(t)Äsìとなる．各期間に

おける各機器の故障状態ñékij(t)，使用期間ñskij(t)，および

故障継続時間ñdkij(t)の流列ñòt = f(ñékij(t);ñskij(t); ñdkij(t)) :
i = 1;ÅÅÅ;M ; j = 1;ÅÅÅ; Nj ; k = 1;ÅÅÅ; Lijgを用いて，

システムを構成する各機器の故障・更新過程（以下，故

障・更新過程と呼ぶ）を記述することができる．

現在時点 lñtまでは，故障履歴ñòt (t = 0;ÅÅÅ;ñt)に関す

る情報を得ることができる．現在時点 lñt以降の故障・履

歴過程は不確実な確率過程となる．中央局システムを

構成する各機器は消耗故障系機器であり，その故障率

は故障・履歴過程に依存する．さらに，更新のために要

する期間長も時間とともに変化する．このように歴史

依存的な確率過程を解析的に表現することは不可能と

言わざるを得ない．しかし，各機器の故障確率は，直

近の更新時点からの使用時間を与件として予測するこ

とができる．そこで，本研究では，現時点以降の機器

レベルの故障・更新過程を記述するために，モンテカ

ルロ・シミュレーションを用いて多数のサンプルパス

を発生させるとともに，その結果を集計化することに

より目的とする中央局システムのリスク管理指標の動

的な変化を追跡する．その際，各機器の故障の発生率

を予測するモデルが必要となるが，本研究においては

貝戸等が開発したランダム比例ワイブル劣化ハザード

モデル6)を用いることとする．

(2) ランダム比例ワイブル劣化ハザードモデル

ランダム比例ワイブル劣化ハザードモデル6)は，機

器の間のハザード率の異質性を考慮したワイブル劣化

ハザードモデルである．ハザードモデルに関する詳細

は，参考文献1),2)に譲る．ここでは，ランダム比例ワ

イブル劣化ハザードモデルを定式化するに先立って，読

者の便宜を図るために，ランダム比例ワイブル劣化ハ

ザードモデルについて簡単に説明をしておく．なお，詳

細については参考文献 6)を参照されたい．

いま，ある機器が更新され，それが故障するまでの

期間（以下，寿命と呼ぶ）に着目する．記述の簡単の

ために，タイプ，装置，機器に関する添え字を，しばら

くの間省略する．さらに，機器は連続して使用されて

おり，故障の有無が常時観測されていると考える．機

器の寿命を確率変数êで表し，確率密度関数 f(ê)，分布

関数F (ê)に従って分布すると仮定する．ただし，寿命

êの定義域は [0;1)である．いま，直近の更新時点から

任意の使用期間 s 2 [0;1]に対して，機器が故障しない

で生存する確率（以下，生存確率と呼ぶ） ~F (s)は，全

事象確率 1から使用期間 sの間に機器が故障する累積故

障確率F (s)を差し引いた値

~F (s) = 1Ä F (s) (7)

により定義できる．ここで，機器が使用時間 sにわたり

生存し，かつ期間 [s; s + Ås]中にはじめて故障する確

率は

ï(s)Ås =
f(s)Ås
~F (s)

(8)

と表せる．機器が使用期間 sにわたり生存し，かつその

瞬間に故障する確率密度ï(s)を「劣化ハザード関数」と

呼ぶ．式 (7)の両辺を sに関して微分することにより，

d ~F (s)

ds
= Äf(s) (9)

を得る．この時，式 (8)は

ï(s) =
f(s)
~F (s)

=
d

ds

ê
Ä log ~F (s)

ë
(10)

と変形できる．ここで，~F (0) = 1ÄF (0) = 1を考慮し，

式 (10)を積分すればZ s

0
ï(u)du = Ä log ~F (s) (11)

を得る．したがって，劣化ハザード関数ï(u)を用いれ

ば，使用期間 sまで機器が生存する確率 ~F (s)は

~F (s) = exp

î
Ä
Z s

0
ï(u)du

ï
(12)

と表される．このように，劣化ハザード関数ï(u)の形

式を決定すれば，機器の生存確率 ~F (s)を導出すること

ができる．さらに， ~F (s) = 1ÄF (s)より，機器の累積

故障確率F (s)を求めることができる．ここで，劣化ハ

ザード関数としてワイブル劣化ハザード関数

ï(s) = çmsmÄ1 (13)

を考える．ただし，çは，到着密度を表すパラメータ，

mは，時間を通じたハザード率の増加傾向を表す加速

度パラメータである．ワイブル劣化ハザード関数を用

いた場合，機器寿命の確率密度関数f(s)，および機器

の生存確率 ~F (s)は，それぞれ

f(s) = çmsmÄ1 exp(Äçsm) (14a)

~F (s) = exp(Äçsm) (14b)
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と表される．

ここで，再び，タイプ i (i = 1;ÅÅÅ;M)，装置 j (j =

1;ÅÅÅ; Ni)の機器k (k = 1;ÅÅÅ; Lij)に着目する．4．（1）

で定義したように，機器 (i; j; k)が前回更新されてから

期間 tの期首までに経過した使用時間を skij(t)と表す．

各機器の故障事象の到着率がランダム比例ワイブル劣

化ハザード関数

ïij(s
k
ij(t)) = çim"ijfskij(t)gmÄ1 (15)

に従うと考える．式 (15)は，ワイブル劣化ハザード関

数 (式 (13)）に，タイプ iのハザード率の異質性11);12)

を表すパラメータçiとタイプ・装置間の異質性を表す

パラメータ"ijが付加されている．これらの異質性パラ

メータは，同一タイプ，同一装置を構成する機器に対

して共通の値をとる．この時，タイプ i，装置 jの機器

kの寿命分布を表す確率密度関数 fij(skij(t))，および生

存確率 ~Fij(skij(t))は，それぞれ

fij(s
k
ij(t)) = çim"ijfskij(t)gmÄ1

exp
h
Äçi"ij

n
skij(t)

omi
(16a)

~Fij(s
k
ij(t)) = exp

h
Äçi"ij

n
skij(t)

omi
(16b)

と表される．ここで，モデル化のために，期間út =

[lt; lt+ì)中に発生する故障事象は，当該期間の期首にす

べて発生すると考える．期間útにおいて使用期間 skij(t)

の機器が故障する確率 pkij(t)は，使用期間 skij(t)にわた

り故障していないという条件の下で，

~pkij(t) =
~Fij(skij(t+ 1))

~Fij(skij(t))

=
exp[Äçi"ijfskij(t+ 1)gm]
exp[Äçi"ijfskij(t)gm]

= exp[Äçi"ijf(skij(t+ 1))m Ä (skij(t))mg] (17)
と表される．したがって，使用期間 skij(t)の機器が期間

út中に故障する確率pkij(t)は

pkij(t) = 1Ä ~pkij(t) (18)

と表される．

なお，実証分析では異質性パラメータがガンマ分布

に従うと仮定する．ガンマ分布は，その特殊型として

指数分布を含んでおり，区間 [0;1)で定義される指数

族確率密度関数を表現できるという利点がある．一般

に，ガンマ分布G(ã;å)の確率密度関数 g("i : ã;å)は

g("i : ã;å) =
1

åãÄ(ã)
"ãÄ1i exp

í
Ä"i
å

ì
(19)

と定義できる．ガンマ分布G(ã;å)の平均はñ= ãåで，

分散はõ2 = ãå2である．また，Ä(Å)はガンマ関数であ

る．さらに，実証分析では，異質性パラメータの確率

分布を基準化するために，平均値 1，分散1=ûのガンマ

確率密度関数

ñg("i : û) =
ûû

Ä(û)
"ûÄ1i exp(Äû"i) (20)

に従うと考えて，ランダム比例ワイブル劣化ハザード

モデルを推計している6)．

(3) 機器レベルの故障・更新過程

初期時点 l0から，現在時点 lñtまでに故障履歴ñòt (t =

0;ÅÅÅ;ñt)が与えられているとする．その上で，現在時点

から将来時点にわたり，中央局システムの動的故障解析

を試みよう．前述したように，機器レベルの故障・更新

過程を解析的に分析することは不可能であるため，モ

ンテカルロ・シミュレーションにより故障・更新過程の

サンプルパスを発生させ，システムの故障特性を分析

することとする．サンプルパスは，故障・更新過程とし

て起こり得る1つの確定的パスを表している．将来時点

の故障・更新過程は，無数のサンプルパスの集合として

記述できる．このようなサンプルパスの集合を，モン

テカルロ・シミュレーションにより，以下のような手順

で求めることとした．なお，読者の便宜を図るために，

図－9にフローチャートを示す．併せて参照されたい．

ステップ1　サンプルパスの番号を q = 1に設定する．

サンプルパスの目標個数Qと，ライフサイクル費用評

価のための目標期間Zを設定する．

ステップ2　現在時点 lñtをシミュレーションの初期時点

と考え，シミュレーション上のサンプル時点を z = 0に

設定する．初期時点の故障情報を~é
q

0 = ñéñtと表す．記号

「 ~　」は，サンプルパスに関わる情報であることを示す．

また，上付き添え字 qはサンプルパス番号を表す．初期

時点の継続期間ベクトル~d
q
(0) = ñd

q
(ñt)と表す．ただし，

~d
q
(0) = f ~dkqij (0) : i = 1;ÅÅÅ;M ; j = 1;ÅÅÅ; Nj ; k =

1;ÅÅÅ; Lijgである．z = 1に更新する．

ステップ3　期間~úzにおいて，前期から故障状態が継続

している機器の集合（以下，故障継続集合と呼ぶ）を

!qz = f(i; j; k) 2 !j ~dkqij (zÄ 1) > 1gと表す．同様に，故

障が継続していない機器の集合（以下，故障非継続集

合と呼ぶ）を!qz = ! Ä !qzと定義する．

ステップ4　期間 zの故障非継続集合!qzに属する機器

(i; j; k)に対して，式 (18)に示す故障確率に基づいて乱

数を発生させ，当該の機器が故障するか否かを決定す

る．その結果に基づいて，サンプルパス qにおける機器

(i; j; k)の期間 zにおける故障状態を

~ékqij (z) =

(
0 故障が発生しない時

1 故障が発生する時　

(i; j; k) 2 !qz
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と表す．また， ~dkqij (z) (i; j; k) 2 !qzを

~dkqij (z) =

(
rkqij (z)

~ékqij (z) = 1の時

0 それ以外の時　

(i; j; k) 2 !qz
に更新する．

ステップ5　故障継続期間ベクトル~d
q
(z + 1)の各要素

~dkqij (z + 1)を

~dkqij (z + 1) =

(
~dkqij (z)Ä 1 ~dkqij (z) ï 1の時

0 ~dkqij (z) = 0の時　

と表す．さらに，サンプルパス q上の期間 zにおける故

障継続集合!qz+1 = f(i; j; k) 2 !j ~dkqij (z+1) ï 1g，故障

非継続集合!qz+1 = ! Ä !qz+1を定義する．

ステップ6　 zが目標期間Zに到達しており，サンプル

パス数 qが目標数Qに到達していればアルゴリズムを終

了する．zが目標期間Zに到達しているが，サンプル数が

目標回数に到達していない場合は，q = q+1，z = 0と

してステップ 2へ戻る．それ以外の場合には，z = z+1

として，ステップ3へ戻る．

以上の手順により，現在時点 z = 0を初期時点とす

る故障・更新過程に関する合計Q個のサンプルパスを

獲得することができる．サンプルパス q (q = 1;ÅÅÅ; Q)
は，故障・更新過程に関する確定的パスであり，その内

容は次式で表される．

~ò
q
= (~ò

q

0;ÅÅÅ; ~ò
q

Z)

= f(~ékqij (z); ~skqij (z); ~dkqij (z)) : i = 1;ÅÅÅ;M ; j =
1;ÅÅÅ; Nj ; k = 1;ÅÅÅ; Lij ; z = 0;ÅÅÅ; Zg (21)

(4) リスクマネジメント指標

機器レベルにおける故障・更新過程のサンプルパス

集合を用いれば，現在時点 z = 0以降における 1）各

機器の故障発生確率と，システムレベルにおける2）故

障発生確率，および3）期待影響度を求めることができ

る．まず，機器 (i; j; k) 2 !の故障発生確率の動的過程

P kij(z)は，サンプルパスごとの故障状態を集計化する

ことにより

P kij(z) =

PQ
q=1

~ékqij (z)

Q
(22)

と定義することができる．つぎに，システムレベルに

おける故障発生確率も，サンプルパスごとの頂上事象

に関する生起状態を集計化することにより求めること

ができる．すなわち，各機器の故障状態を表す情報~é
q

z

に基づいて，3．（4）で言及したブール代数式 (1),(2)を

逐次用いることにより，サンプルパス qにおける期間 z

の頂上事象の生起状態é
q
(z)を求めることができる．た

故障状態：
継続期間ベクトル：

の設定

サンプルパスの目標個数： Q
ライフサイクル費用評価の目標期間： Z

q=1

ステップ1：初期設定

現在時点 をサンプル初期時点： z = 0
故障情報：
故障継続期間ベクトル：

ステップ2：初期時点における諸設定

lñt
~é
q

0 = ñéñt
~d
q
(0) = ñd

q
(ñt)

故障継続集合 ：

故障非継続集合：

ステップ3：z期間における故障状態の定義

! qz
! qz

ステップ4：故障・更新過程のシミュレーション

機器 (i; j; k) 2 ! qz
乱数発生：
故障確率・式 (18)

~ékqij (z)
~dkqij (z)

故障継続期間ベクトル：

故障継続集合 ：
故障非継続集合：

ステップ5：z+1期間における故障状態の定義

! qz+1
!qz+1

~dkqij (z + 1)

z = Z & q = Q ⇒ 終了

z = Z & q < Q
それ以外

ステップ6：終了判定

Yes

q = q +1, z = 0
z = z+1

No

図－9　故障・更新過程シミュレーション

だし，

é
q
(z) =

(
0 頂上事象が生起しない時

1 頂上事象が生起する時
(23)

である．この時，期間 zにおけるシステムの故障発生確

率P (z)は

P (z) =

PQ
q=1é

q
(z)

Q
(24)

と表せる．さらに，システムレベルの故障事象の期待

影響度を定義する．いま，システムの故障事象が生起

した場合，3．（4）に示した演算式 (5b),(5a)を用いて影

響度T (z)を各サンプルパスごとに求める．したがって，

システムの故障事象の期待影響度RISK(z)は

RISK(z) =

PQ
q=1é

q
(z)T (z)

Q
(25)

と定義できる．最後に，中央システムの目標期間Zまで

の維持補修に要する各期の期待ライフサイクル費用C(z)

は，期間 zにおける機器 (i; j; k)の更新費用をCkij(z)と
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すれば

C(z) =

PQ
q=1é

q
(z)Ckij(z)

Q
(26)

と表される．したがって，現在時点 z = 0における現在

価値で評価した期待ライフサイクル費用の割引現在価

値LCCは，割引率をöとすれば次式で表される．

LCC =

PZ
z=0 C(z)

(1 +ö)z
(27)

5．適用事例

(1) 適用事例の概要

本研究で提案した動的故障解析モデルを，中日本高

速道路株式会社横浜支社が管理する中央局システムの

更新問題に適用する．中央局システムの保守・更新につ

いては，管理コストの削減，安全・環境対策の促進等の

観点から，合理的なシステムの保守・更新計画策定のた

めの方法論が求められている．同支社の中央局システ

ムは，9つのサブ中央局システムにより構成され，各々

の中央局の老朽化により個別に更新が実施されてきた．

交通中央局システムは，前回の更新から供用後 13年経

過した時点で，個別に更新された実績を有している．

3．（3）で述べたように，システムが一括更新されて

から時間が経過するにつれて，システムが復旧するま

でに要する時間が着実に増加する．本研究では，この

ような故障事象が社会・経済に及ぼす影響を影響度曲

線で表現する．適用事例においては，影響度曲線を以

下の手順で作成した．すなわち，1）各機器ごとに保守

契約期間長，メーカにおける部品・機器の在庫状況や保

守対応期限に関してヒアリング調査を実施し，システ

ム導入時からの時間経過に伴う在庫状況の変化および

技術者の対応の可能性等を考慮してシステム復旧まで

に要する時間の平均値を算出し，最後に最小二乗法に

よって2次曲線近似を行う．2）各機器の故障が生じた

場合に復旧に要する時間を経年的に予測する．3）各頂

上事象が発生した場合に，それが継続する時間を経年

的に予測する．4）環境，コスト，安全性という 3つの

評価指標をとりあげ，システムの故障時間が，それぞれ

の評価指標に及ぼす影響を，評価指標別の影響度曲線

で表現する．5）それぞれの評価指標の重みとして，同

支社内のヒアリングにより，環境：コスト：安全＝ 35：

45：20を設定する．6）評価指標別の影響度曲線を荷重

平均し，影響度曲線を作成する．以上の手順で作成し

た影響度曲線は図－7に示したとおりである．

(2) シミュレーション条件

本適用事例では，貝戸ら6)が提案しているランダム

比例ワイブル劣化ハザードモデルを用いて，はじめに，

表－1　異質性パラメータ6)

部局 HDD 電源部 処理部本体

1（PC） 0.154 (1) 0.006 (5) 0.154(1)
（サーバー） 0.148 (1) - 0.148 (1)
（その他） - - 0.008 (2)
2（PC） 0.123 (9) 0.120 (96) 0.770 (10)
（サーバー） 2.208 (17) - 0.125 (7)
（その他） 0.161 (1) - 0.008 (13)
3（PC） 0.146 (3) 0.007 (81) 0.146 (3)
（サーバー） 0.669 (23) - 0.008 (15)
（その他） 0.133 (2) - 0.860 (15)
4（PC） 1.437 (12) 0.004 (27) 0.688 (5)
（サーバー） 0.768 (22) - 0.674 (7)
（その他） 0.006 (16) - 0.833 (16)
5（PC） 0.753 (5) 0.008 (12) 0.113 (4)
（サーバー） 0.600 (15) - 0.628 (9)
（その他） - - -
6（PC） 0.134 (4) 0.008 (17) 0.132 (4)
（サーバー） 0.114 (8) - 0.802 (6)
（その他） - - 0.142 (2)
7（PC） 0.147 (2) 0.007 (7) 0.147 (2)
（サーバー） 1.304 (9) - 0.136 (2)
（その他） - - 0.009 (4)
8（PC） 5.400 (32) 1.360(51) 0.481 (23)
（サーバー） 1.833 (13) - 1.508 (7)
（その他） - - 0.581 (16)
9（PC） 0.844 (4) 0.632 (10) 0.416 (3)
（サーバー） 0.138 (3) - 0.948 (3)
（その他） - - 0.123 (5)

注）－は，該当する部局に装置が存在しないことを示す．

また，電源部にはPC，サーバー，装置の用途別の分類

はないため，一括してPC部に記入している．（　）内の

数字は故障履歴の数である．

HDD，電源部，処理部の 3つのタイプの機器別にワイ

ブル劣化ハザードモデルのパラメータ（çi，m）を推計

する．つぎに，異質性パラメータを考慮してランダム

比例ワイブル劣化ハザードモデルを推計する．このと

き，3つのタイプの機器それぞれに対して，設定される

異質性パラメータの数は同一タイプに属する装置の数

と同数となる．今回の場合，装置数は，交通管制シス

テムを構成する中央局システムの数と，各中央局シス

テムでの用途の数で決まる．具体的には，HDDであれ

ば，9つの中央局システムに設置され，最大で 3種類の

用途，1）PC（モニタ，端末部で使用），2）サーバー

（サーバー，処理装置で使用），3）その他装置として使

用されている．詳細は表－1に示すが，今回の場合，異

質性パラメータの数は，HDD：21，電源部：9，処理部

本体：26となる（電源部には用途の区別はない）．

それぞれの異質性パラメーター（"ij）を推計した．

ワイブル劣化ハザードモデル (15)は，すべてのタイプ

の機器に対して同一の劣化加速パラメータmを持つが，

機器のタイプごとにハザード到着密度çim"ijが比例的

に異なるような劣化特性を表現している．ランダム比

例ワイブル劣化ハザードモデルの推計結果を表－2に
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表－2　モデルの推計結果6)

パラメータ 推計値 t-値
ç1 1.251E-5 -5.104E6　

ç ç2 1.631E-6 -2.311E7
ç3 5.293E-6 -9.182E6

m 2.174 49.031
û 1.193 2.182

対数尤度 402.441

表－3　費用パラメータ
部品名 復旧単価（千円）

処理部本体（ソフト） 500
処理部本体（ハード） 1,500
装置本体 1,500
HDD 700
電源部 500
システム更新費用 480,000

注）復旧単価は故障1件当たりの復旧に要する費用を，

システム更新費用は，交通中央局を一斉更新した場合に

発生する費用の総額の概算を示している．

示している．さらに，異質性パラメータの推計結果を

表－1に示している．また，同表の推計結果の後に示し

た括弧の中の数字は故障履歴の数である．最大で96の

履歴が存在する装置を確認することができるが，大半

はその装置単独での推計が極めて困難な情報しか蓄積

されていない．このことから，交通管制システムが多

品種・少数の機器で構成されていることがわかる．さら

に，表－3に各機器の故障1件当たりの復旧単価と，交

通中央局を一括更新した場合の概算費用を示している．

以上の条件のもとで，4．（3）に示した方法で，中央

局システムの動的な故障確率と期待影響度の推移過程

に関するサンプルパスを発生させた．シミュレーション

はモンテカルロ法を用いており，サンプルパスを50万

回発生させ，故障発生確率，期待影響度，期待ライフ

サイクル費用を算出した．

(3) 動的故障解析結果の考察

本適用事例では，中央局システム全体と各サブ中央

局システムを対象とした動的故障解析を試みた．以上

の分析結果は膨大な量に及ぶが，ここでは 7つのサブ

中央局で構成される交通管制システムのうち，交通中

央局システムを対象とした動的故障解析の結果を紹介

する．

図－10に，システム供用経過時間（年）と故障確率

および期待影響度の推移の関係を図示している．故障

確率は，交通中央局の機能停止確率と等しく，故障確率

に故障発生後の復旧までの時間を考慮した影響度を乗

じた値を期待影響度と定義する．交通中央局システム

を構成する末端の部品（HDDや電源部等）に発生する

0.000
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0.004

0.006

0.008

0.010

0.012
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0 2 4 6 8 10 12 14

システム供用経時間（年）

故
障

確
率

・
リ
ス
ク

故障確率

期待影響度

図－10　故障確率・期待影響度の推移

故障は，フォールト・ツリーに従って頂上事象の機能停

止へ影響を及ぼすことになる．故障が発見された部品

は直ちに新しい部品へ取替えられる．各部品の故障過

程は，時間依存型のランダム比例ワイブル劣化ハザー

ドモデルに従うとしていることから，各部品の故障確

率は，部品の交換がない限り，システムの更新時点か

ら時間が経過するにつれて増加する．その結果，中央

局システム全体の故障確率も，システムの供用期間が

長くなるにつれて増加している．

一方，期待影響度の推移をみると，システム供用開

始から 10年あたりまでは，故障確率と同様の推移を示

しているが，約12年を越えてから加速度的に増加して

おり，20年経過後の期待影響度は，10年時点の約 30倍

の予測値を示している．これは，3．（3）および図－7

で説明した影響度の増加関数がシミュレーション結果

に反映されていること，すなわち，各機器の保守契約期

間の終了時点（在庫品の品切れが予測される時点）か

ら，システム復旧に要する時間が増加することを表し

ている．このようにシステム供用期間が増加するにつ

れて，故障確率，及び影響度がともに増加するため，シ

ステムの供用期間がある一定限度を超えると，期待影

響度が急速に増加するようになる．

つぎに，図－11には，交通中央局システムの更新間

隔を変化させ，更新費用を含めた期待ライフサイクル

費用と期待影響度の関係を図示したものである．本図

の縦軸に示している期待ライフサイクル費用は，各部品

の故障による復旧費用とシステム全体の更新費用（4.8

億円）の割引現在価値（割引率 4%）の合計を更新間隔

で割った年平均費用として算出したものである．期待影

響度はシステムの供用時間とともに増加するため，更

新サイクルにおける最大値を代表値として採用してい

る．交通中央局システムの更新間隔を10年から 25年ま
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図－11　期待影響度と期待ライフサイクル費用の関係

で 1年間隔で変化させ，期待ライフサイクル費用と期待

影響度を算出した．図－11に示す通り，期待ライフサ

イクル費用と期待影響度はトレードオフの関係にあり，

期待影響度を小さく抑えるためにはシステムの更新間

隔を小さく設定する必要があり，そのためには更新費

用を含めたライフサイクル費用が大きくなる．一方，前

述したように，各機器の故障がもたらす影響度が10年

を越えたあたりから急激に増加することから，本図に

おいても更新間隔 15年以上のケースでは，期待ライフ

サイクル費用に比較して期待影響度が急激に増加して

いることが読み取れる．以上のように，動的故障解析

モデルを用いて，交通中央システムの故障確率の変化，

期待影響度，および期待ライフサイクル費用の関係を

明確にすることが可能であり，これらのアウトプット

は，システム更新政策の意思決定のために有用な情報

となりうる．

(4) システム更新問題への拡張

最後に，本研究で提案した動的故障解析モデルを，大

規模交通管制システムの更新問題へ適用した結果につ

いて考察する．大規模交通管制システムの更新に関す

る意思決定においては，本論文で分析した期待ライフ

サイクル費用，故障確率，期待影響度といった評価項

目以外にも，経営主体の財務状況や利用者便益等を総

合的に勘案することが求められる．さらには，高速道

路の延伸や新規建設路線が供用されるタイミング，情報

機器の性能向上，交通管制システムの統廃合問題を含

めた複雑な条件下での意思決定が必要とされる．この

問題については，本研究の域を超えており，6. で研究

課題としてとりまとめることとし，ここでは，動的故

障解析モデルを用いた中央局システム全体の更新問題

について分析した結果について考察するに留める．

交通管制システムは，交通中央局のほか，複数の交

通中央局（サブ中央局）により構成している．現実の

高速道路網では，複数の交通管制センターが空間的に

分散立地しており，それぞれの路線が別の交通管制セ

ンターにより管理されている．しかし，昨今の情報技

術の進展により，サブ中央局間の集約化が技術的に可

能になってきている．このような複数の交通管制セン

ターを統廃合することにより，より少数の交通管制シ

ステムに統合化するとともに，バックアップ機能を拡

充し，システム全体の信頼性を向上するという政策も

考えられる．本節では，動的故障解析モデルを用いて，

このようなサブ中央局の集約政策や交通管制システム

の空間的な統廃合が，システム更新費用も含めた期待

ライフサイクル費用や期待影響度に及ぼす影響につい

て分析することとする．

サブ中央局の集約政策として，1）現状のシステムを

継続運用した場合，2）現状構成のまま現時点で管制シ

ステム全体を更新した場合，3）2箇所に分散されてい

る交通管制システム（横浜と八王子）を現時点で統合し

た場合，の3つの代替案をとりあげる．その上で，本研

究で提案した動的故障解析モデルを用いて，これらの

集約政策が，中央局システム全体の期待ライフサイク

ル費用や期待影響度に及ぼす影響についてシミュレー

トした．シミュレーションにあたっては，各サブ中央局

の更新シナリオを以下のような考え方で設定した．前

述したように，中日本高速道路株式会社横浜支社が管

理する中央局システムは，1990年に一括更新された後，

13年を経過した時点で，交通中央局システムのみが個

別に更新されている．そこで，動的故障解析モデルを

用いて，交通中央局システムが更新された時点におけ

る期待影響度を計算し，そのときの期待影響度を各サ

ブ中央局システムの個別更新を検討するためのリスク

管理基準（ベンチマーク）として設定する．その上で，

動的故障解析モデルを用いて，各々のサブ中央局シス

テムの期待影響度の経年的な変化を分析するとともに，

各サブ中央局システムの期待影響度がリスク管理基準

に到達した時点で，当該のサブ中央局システムを更新

し，その時点でサブ中央局の集約化を随時進めていく

こととした．このような各サブ中央局システムの更新

シナリオを与件として，中央局システム全体の故障・更

新過程をシミュレートする．ただし，サブ中央局シス

テムの個別更新後は，その時点で機器を新規に調達し，

保守対応契約を新たに締結するものと仮定する．更新

直後後の影響度は 0に更新される．ただし，システムを

更新しても，従前のシステムと同様の故障性能を有す

ると仮定する．

図－12は，1）現状のシステムを継続運用した場合，

2）現状構成のまま現時点で管制システム全体を更新し

た場合，3）2箇所に分散されている交通管制システム

(横浜と八王子）を統合する場合，の 3ケースに対する

シミュレーション結果を示している．ただし，いずれ

の場合でも，システム故障のバックアップ機能は考慮
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図－12　システム更新政策の評価結果（1）
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注）図－12における管制システムの統合案は，本図の6局
集約案に該当する．

図－13　システム更新政策の評価結果（2）

しない．つまり，故障が発生したときには当該システ

ムを人為的に在庫品や代替品で交換することを前提と

している．現状システムを継続運用を続けた場合，最

も期待影響度が高くなる．すなわち，各機器の保守対

応期間に期限があり，故障時の復旧までの時間を要す

ることが影響している．現状構成のまま現時点で管制

システム全体を更新した場合，期待影響度を抑制でき

るが，期待ライフサイクル費用は増加する．これに対

して，交通管制システムを統合した場合，管理すべき

交通管制システムの数が減るために期待ライフサイク

ル費用を減少することができる．しかし，システムの

統合により，システムがサービスを提供する空間的範

囲が増加するため，システムの故障がもたらす影響度

が大きくなる．したがって，サブ中央局の集約化を図

るためには，冗長性を強化したシステム構築を行うこ

とにより，期待影響度を低減させることが前提となる

ことが理解できる．

つぎに，システムの機能の2重化を行うことにより，

システムの機能の冗長性を強化する場合を考える．こ

こで，2重化とは具体的に，導入を検討するシステムと

同等の予備システムを並列的に設置し，システムに故

障が発生したときには自動的に予備システムに切り替

わるような機能を想定している．その上で，サブ中央局

の集約化政策が，期待ライフサイクル費用や期待影響度

に及ぼす影響について分析した．図－13は，1）現状の

システムを継続運用した場合（2重化は行わない），2）

2箇所の交通管制システムを統合し，システム構成は既

存のまま集約せず更新した場合（2重化は行わない），

3）2箇所の交通管制システムを統合し，さらにサブ中

央局を 4局，2局，1局にそれぞれ集約した場合のシミュ

レーション結果を示している．本シミュレーション結果

に基づけば，サブ中央局を集約することにより，期待

ライフサイクル費用，および期待影響度の最小化を同

時に達成できることが理解できる．従来，リスク分散

や空間的影響度を抑制するために，サブ中央局の分散

化が望ましい政策と考えられてきた．しかし，以上の

分析結果より，情報システムの 2重化政策により，シス

テム全体の信頼性を飛躍的に向上できることが明らか

になった．このようなシステムの冗長化を達成できる

場合，サブ中央局の分散化政策は，故障時の資材調達

や技術者の派遣時間の増大を招き，結果として期待影

響度の増加につながるため，必ずしも望ましい政策と

は言えない．しかも，情報システムの費用低減の結果，

システムの集約化により，期待ライフサイクル費用を

低減することが可能であることが理解できる．

6．おわりに

本研究では，社会基盤施設を支援する大規模情報シ

ステムのアセットマネジメントを対象として，情報シ

ステムの動的故障解析モデルを提案した．具体的には，

情報システムの機器群の故障過程を，ランダム比例ワ

イブル劣化ハザードモデルで表現した．さらに，機器

の故障により情報システム全体の故障が発生するメカ

ニズムをフォールト・ツリーにより表現した．その上

で，時間の経過に伴って変化する機器群の故障率の変

化や，機器の復旧時間の変化が，情報システムの故障

発生確率や，故障がもたらす影響度の時間的変化に及

ぼす影響をモンテカルロ・シミュレーションにより分

析する方法論を提案した．さらに，高速道路の交通管

制システムを対象とした適用事例を通じて，提案した

動的故障解析モデルの有効性を実証的に検証した．そ

の結果，現状の交通管制システムを継続的に使用する

場合と比較して，2箇所に分散された交通管制システム

を統合し，さらに中央局を 1局に集約させるケースが期

待ライフサイクル費用と期待影響度を同時に最小化で

き得ることを定量的に示した．

本研究で提案した動的故障解析モデルを情報システ
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ムのアセットマネジメントへ適用する上で，いくつか

の研究課題が残されている．第1に，本研究で提案した

情報システムの動的故障解析モデルとミクロレベルで

の機器の最適更新戦略を同時に考慮するモデルの開発

が必要である．本研究では，個々の機器の故障の発生

により情報システム全体の機能障害に及ぼす影響につ

いて分析した．個々の機器の故障確率を低減させるよ

うな情報機器の予防的保全のための合理的な更新政策

と代替品の備蓄の方法を最適化することにより，より

精緻な情報システムの保全政策について分析すること

が可能となる．このようなミクロレベルでのアセット

マネジメントを考える際にも，本研究で提案した動的

故障解析モデルを適用することが可能である．第 2に，

情報システムの機能的劣化に対応したマネジメントシ

ステムへの改良が必要となる．情報システムはその技

術的革新が急速に進展する性質を有しており，社会環

境の変化により道路利用者やシステムユーザが要求す

る機能も変化する．情報システムが要求される機能を

満たさなくなった場合，情報システムが機能的寿命を

迎えることとなり，システムの大幅な改良が必要とな

る．本研究では機器の故障が情報システム全体の信頼

性に与える影響として，システム復旧までの時間の指

標を導入したが，さらに情報システムの技術的陳腐化

による機能低下の影響を考慮したリスク指標の開発が

必要となる．第3に，情報システムの最適な更新のタイ

ミングを評価するモデルの開発が必要である．情報シ

ステムを取り巻く環境の変化は不確実性を多く含んで

おり，更新するか否か，あるいは更新のタイミングと

いった情報システムへの投資判断をリアルオプション

モデルにより決定する方法論の開発が必要となる．

謝辞：本研究の遂行にあたり，中日本高速道路株式会

社横浜支社道路管制センター管制チーム，同横浜支社

施設チーム，同横浜支社施設整備チーム，財団法人高

速道路技術センター施設技術研究部から多大なご協力

を賜った．ここに感謝の意を表する．また，本研究の

DYNAMIC FAULT ANALYSIS OF LARGE-SCALE TRAFFIC CONTROL
SYSTEMS WITH REFERENCE TO COMPONENT'S DETERIORATION

Kouji YAMAMOTO, Kazuya AOKI, Kiyoyuki KAITO and Kiyoshi KOBAYASHI

In this paper, a dynamic fault analysis model of large-scaled information systems is formulated to
investigate the impacts of the system service inoperability upon social systems. The renewal processes of
the components of the systems are described by use of rondom Weibull hazard models, and the fault tree
model is formulated to analyze the magnitude of the system inoperability. The reliability of the information
systems and the expected repair/maintenancce cost estimated by Monte Carlo simulation models. The
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